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１ 兵庫県建設リサイクルガイドラインについて 

（１）目的 

「近畿地方における建設リサイクル推進計画」における目標値（以下「目標値」

という。）を達成するためには、事業の初期段階からリサイクルにかかる検討・

調整を行うとともに、実施に至る各段階において、その検討・調整状況を把握・

チェックしていくことにより、公共工事発注者の責務としてリサイクル原則化ル

ールの徹底を図ることが必要である。 

このため、本ガイドラインにおいて、リサイクルにかかる検討・調整事項や再

生資源利用計画書等の作成など、建設事業の計画・設計から積算、契約、施工の

各執行段階での、具体的な実施事項をとりまとめた。 

（２）対象事業 

県土整備部所管の全ての事業（受託事業を含む）を対象とする。 

（３）実施事項 

１）計画・設計、積算段階 

対象事業を実施する機関（以下「発注機関」という。）の工事担当者は、リサ

イクル原則化ルール徹底による目標値の達成に向け、計画・設計、積算の各段階

で、以下の検討・調整を行う。 

①建設廃棄物等の発生抑制や減量化に資する計画・設計内容の見直しや建設副産

物の現場内利用を検討する。 

②建設副産物の再生利用を促進するため、土砂・砕石等再生材利用を検討する。 

③建設発生土等、工事間流用が可能なものについては、他機関も含めた流用調整

を行う。 

２）契約段階 

○対象事業が建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する建設工事である場合 

発注機関の工事担当者は、リサイクルの実施状況を把握するため、直接工事を

請け負う建設工事事業者（以下、「元請業者」という。）に対し、以下の書類の

作成・提出を指示する。 

①工事着手前：「再生資源利用(促進)計画書」（様式4-1、4-2） 

②工事完了時(再資源化等完了時)：「再生資源利用(促進)実施書」（様式6-1、6-2） 

うち、対象事業が建設リサイクル法第９条第１項に定める「対象建設工事」とな

る解体工事を含む場合は、「産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例」

（平成15 年3 月17 日兵庫県条例第23 号）第16 条の3 に基づく建設資材廃棄物

引渡完了報告をあわせて周知する。 

（※神戸市、姫路市、尼崎市又は西宮市域での工事の場合は、県条例に代えて各市

条例が適用される。） 

○対象事業が建設リサイクル法第９条第１項に定める「対象建設工事」である場合 

発注機関の工事担当者は、同法第１２条第１項に基づき、工事契約に先立って、
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落札者から説明書（様式１及び様式１に示す添付資料）及び知事等が発行する処

理施設の許可証の写しを添付した書面の交付とその内容説明を受け、落札者の提

示した分別解体等の方法等が適切であることを確認する。 

３）施工段階 

○対象事業が建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する建設工事である場合 

発注機関の工事担当者は、以下により、リサイクルの検討・調整状況を把握・

チェックし、目標値の達成に向けたリサイクル原則化ルールの徹底を図る。 

①工事着手に先立って、元請業者から再生資源利用計画書及び再生資源利用促進

計画書の提出を受け、記載内容が適切であることを確認する。担当課長等は、

これら資料に基づいて、リサイクルが徹底されているかの検討を行い、不十分

な場合は改善を指示するものとする。 

②工事完了時（再資源化等完了時）に、元請業者から、再生資源利用実施書及び

再生資源利用促進実施書の提出を受け、記載内容が適切であることを確認する。 

再生資源利用計画書又は再生資源利用促進計画書と比較して再生資源利用率、

再生資源利用促進率が１０％以上下がった場合は、その原因等を把握するため、

リサイクル阻害要因説明書（様式７）を作成する。これら資料は発注機関で取

りまとめ、県土整備部県土企画局技術企画課の依頼に応じて、電子データによ

り報告する。 

○対象事業が建設リサイクル法第９条第１項に定める「対象建設工事」である場合  

発注機関の工事担当者は、工事完了時（再資源化等完了時）に、元請業者から、

同法第１８条第１項に基づく再資源化等報告書（様式８）の提出を受け、特定建

設資材廃棄物の再資源化等が適正に完了したことを確認する。 

○対象事業が建設リサイクル法第９条第１項に定める「対象建設工事」となる解

体工事を含む場合 

発注機関の工事担当者は、「産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例」

（平成１５年３月１７日兵庫県条例第２３号）第１６条の３に基づき、建設資材

廃棄物の引渡日から１５日以内に、元請業者から、建設資材廃棄物引渡完了報告

（様式９）に産業廃棄物管理票（運搬終了報告・通知）の写しが添付されたもの

の提出を受け、建設資材廃棄物が適正に引渡されたことを確認する。 

但し、施工区域が神戸市、姫路市、尼崎市又は西宮市の場合は、各市条例に基

づく報告となる。 

（４）その他 

工事内容を変更する際には、個々のケースにより必要な段階まで遡って検討・

調整等を改めて実施するものとする。 
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本ガイドラインの策定及び改訂について 

 

 

 

 

 

 

 

（５）各品目におけるリサイクル目標値 

各品目におけるリサイクル目標値については、最新の「近畿地方におけるリサイク

ル推進計画」によるものとする。 

 

（６）特記仕様書について 

【建設資材を搬入または建設副産物を搬出する場合】 

（建設副産物対策） 

リサイクルの実施状況を把握し、「近畿地方におけるリサイクル推進計画」の推進

を図るため、施工段階に応じて以下の書類を作成し、提出すること。 

① 工事着手前：「再生資源利用(促進)計画書」 

② 工事完了時(再資源化等完了時)：「再生資源利用(促進)実施書」 

※土木工事については「土木工事共通仕様書(平成26年10月)」(兵庫県県土整備部)に

掲載済みのため不要。 

【建設リサイクル法第９条第１項に定める「対象建設工事」となる解体工事を含む場合】 

（建設副産物対策） 

建設資材廃棄物の産業廃棄物処分業者への引渡しが完了したときは、「産業廃棄物

等の不適正な処理の防止に関する条例」（平成15年3月17日兵庫県条例第23号）第16

条の3に基づき、建設資材廃棄物引渡完了報告を提出すること。 

※神戸市、姫路市、尼崎市又は西宮市域での工事の場合は、県条例に代えて各市条

例の名称等を記載する。 

※土木工事については「土木工事共通仕様書」(兵庫県県土整備部)に掲載済みのた

め不要。 

平成１６年８月１日策定 

平成２０年３月３日改訂(平成２０年４月１日適用) 

平成２２年６月２５日改訂(平成２２年７月１日適用) 

平成２３年４月２８日改訂(平成２３年５月１日適用) 

平成２９年７月１８日改訂(平成２９年８月１日適用) 
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３ 各様式について 

建設リサイクル関係に伴う各報告等の手続きについては、当該法・省令・条例

に基づき、前項「２ 建設リサイクル関係書類の作成について」により、次の各様

式を用いて行うものとする。 
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